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平成 19 年 12 月 25 日 
各  位 

会社名   株式会社キムラタン 
代表者名  代表取締役社長 浅川岳彦 

（コード番号：8107  大証第一部） 
問合せ先  取 締 役   木村裕輔 
（TEL    078-242-4500） 

 
 
 

（修正）修正後発事象の発生に伴う平成 20 年３月期 中間決算短信の修正について 
 
平成 19 年 11 月 16 日に公表いたしました「平成 20 年 3 月期 中間決算短信」について、修正後発事

象が発生しましたので、下記の通り修正いたします。 
 

 
記 

 
１．修正理由 
 当社の連結子会社である利覇来科（天津）電子有限公司は平成 17 年 9 月設立後、中国国内における電

動自転車用充電器の製造・販売を行っておりましたが、電動自転車の急速な普及に伴い市場のニーズはよ

り高出力かつ低価格な製品へと変化してきました。かかる環境変化のもと、当社は中国国内の有力メーカ

ーとの業務提携による事業継続が最適であると判断し、自社による製造を中止し中国メーカーと業務提携

について協議を重ねてまいりましたが、今般メーカー側より協議中止の申し入れがございました。 
 当社は当該子会社の事業継続について検討してまいりましたが、既に公表いたしております「選択と集

中」の経営方針に則り、経営資源をコア事業に集中させ、同社の事業継続は中止すべきとの結論に至りま

した。これに伴い、同社に対する出資金の評価損を計上することとなりますが、これまでの経過等を総合

的に勘案し、修正後発事象として当中間個別財務諸表に反映させるべきと判断いたしました。 
 これにより、個別中間決算は、関係会社出資金評価損 54 百万円を特別損失に計上したことにより、税

引前中間純損失は 8 億 14 百万円（修正前 7 億 59 百万円）、中間純損失は 8 億 18 百万円（修正前 7 億 63
百万円）となりました（金額はすべて百万円未満切捨てで表示しております）。 
 なお、当該事象が連結中間決算に与える影響はありません。 
  
２．修正箇所 

修正箇所は  を付して表示しております。 
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・２ページ  サマリー情報 (1)個別経営成績、(2)個別財政状態 
 
（訂正前） 
 

(1)個別経営成績                                       （％表示は対前年中間期増減率） 

 売上高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

3,120 24.0 
2,517 37.9 

△666  － 
△642  － 

△722  － 
△697  － 

△763  － 
△238  － 

19 年 3 月期 6,337 28.9 △861  － △1,010  － △624  － 
 

 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円 銭
19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

△1 93 
△0 63

19 年 3 月期 △1 62 
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円  銭
19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

5,161 
5,409 

2,270 
3,430 

44.0 
63.4 

5   75 
8   69 

19 年 3 月期 5,092 3,042 59.7 7   70 

(参考)自己資本 19 年 9 月中間期 2,270 百万円 18 年 9 月中間期 3,430 百万円 19 年 3 月期 3,042 百万円 

 
 
（訂正後） 
 

(1)個別経営成績                                       （％表示は対前年中間期増減率） 

 売上高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

3,120 24.0 
2,517 37.9 

△666  － 
△642  － 

△722  － 
△697  － 

△818  － 
△238  － 

19 年 3 月期 6,337 28.9 △861  － △1,010  － △624  － 
 

 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円 銭
19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

△2 07 
△0 63

19 年 3 月期 △1 62 
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円  銭
19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

5,106 
5,409 

2,215 
3,430 

43.4 
63.4 

5   61 
8   69 

19 年 3 月期 5,092 3,042 59.7 7   70 

(参考)自己資本 19 年 9 月中間期 2,215 百万円 18 年 9 月中間期 3,430 百万円 19 年 3 月期 3,042 百万円 
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・23～24 ページ  ６．中間個別財務諸表 (1)中間貸借対照表 
 

（訂正前） 

６．中間個別財務諸表

（ 1） 中間貸借対照表

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

Ⅰ流  動  資  産 3, 533 68. 5 4, 384 81. 1 3, 492 68. 6

現金及び預金 84 1, 005 309

受取手形 57 23 32

売掛金 1, 596 1, 609 1, 586

たな卸資産 1, 591 1, 376 1, 282

前払金 125 336 204

前渡金 － 33 33

短期貸付金 7 － －

その他の流動資産 130 46 90

貸倒引当金 △ 60 △ 47 △ 47

Ⅱ固  定  資  産 1, 592 30. 8 900 16. 6 1, 533 30. 1

1. 有 形 固 定 資 産 348 6. 7 245 4. 5 298 5. 9

建物及び構築物 20 23 22

工具器具備品等 320 215 269

土地 7 7 7

 2. 無 形 固 定 資 産 304 5. 9 69 1. 3 265 5. 2

 3. 投資その他の資産 940 18. 2 585 10. 8 969 19. 0

投資有価証券 － 38 34

関係会社株式 386 169 177

差入保証金 123 105 118

長期未収金 286 118 290

関係会社長期貸付金 147 － 353

その他 108 259 110

貸倒引当金 △ 112 △ 106 △ 115

Ⅲ繰  延  資  産 35 0. 7 124 2. 3 67 1. 3

株式交付費 10 34 16

社債発行費 25 90 50

5, 161 100. 0 5, 409 100. 0 5, 092 100. 0

（ 平成19年３ 月31日）（ 平成18年９ 月30日）（ 平成19年９ 月30日）科       目

（ 資 産 の 部 ）

資  産  合  計  
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当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

Ⅰ流  動  負  債 1, 538 29. 8 583 10. 8 660 13. 0

買掛金 568 282 265

短期借入金 400 － －

未払金 293 131 197

未払法人税等 29 19 23

未払事業所税 7 2 4

未払費用 100 83 95

返品調整引当金 83 36 42

賞与引当金 22 17 20

その他の流動負債 34 10 11

Ⅱ固  定  負  債 1, 353 26. 2 1, 394 25. 8 1, 389 27. 3

転換社債型新株予約権付社債 1, 280 1, 280 1, 280

退職給付引当金 － 104 101

確定拠出年金移行時未払金 70 － －

繰延税金負債 － 7 5

再評価に係る 繰延税金負債 2 2 2

2, 891 56. 0 1, 978 36. 6 2, 050 40. 3

Ⅰ株  主  資  本 2, 266 43. 9 3, 416 63. 1 3, 029 59. 5

 資本金 11, 318 219. 3 11, 318 209. 2 11, 318 222. 3

 資本剰余金 1, 083 21. 0 1, 083 20. 0 1, 083 21. 3

   資本準備金 1, 083 21. 0 1, 083 20. 0 1, 083 21. 3

 利益剰余金 △ 10, 132 △ 196. 3 △ 8, 982 △ 166. 0 △ 9, 368 △ 184. 0

   繰越利益剰余金 △ 10, 132 △ 196. 3 △ 8, 982 △ 166. 0 △ 9, 368 △ 184. 0

 自己株式 △ 4 △ 0. 1 △ 4 △ 0. 1 △ 4 △ 0. 1

Ⅱ評価・ 換算差額等 3 0. 1 14 0. 3 12 0. 2

 その他有価証券評価差額金 － － 11 0. 2 8 0. 2

 土地再評価差額金 3 0. 1 3 0. 1 3 0. 0

2, 270 44. 0 3, 430 63. 4 3, 042 59. 7

5, 161 100. 0 5, 409 100. 0 5, 092 100. 0

負 債 合 計

純資産合計

負債純資産合計

（ 純 資 産 の 部 ）

（ 負 債 の 部  ）

（ 平成19年３ 月31日）科      目 （ 平成19年９ 月30日） （ 平成18年９ 月30日）

 

 

 

 

 

 



 - 5 -

（訂正後） 

６．中間個別財務諸表

（ 1） 中間貸借対照表

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

Ⅰ流  動  資  産 3, 533 69. 2 4, 384 81. 1 3, 492 68. 6

現金及び預金 84 1, 005 309

受取手形 57 23 32

売掛金 1, 596 1, 609 1, 586

たな卸資産 1, 591 1, 376 1, 282

前払金 125 336 204

前渡金 － 33 33

短期貸付金 7 － －

その他の流動資産 130 46 90

貸倒引当金 △ 60 △ 47 △ 47

Ⅱ固  定  資  産 1, 537 30. 1 900 16. 6 1, 533 30. 1

1. 有 形 固 定 資 産 348 6. 8 245 4. 5 298 5. 9

建物及び構築物 20 23 22

工具器具備品等 320 215 269

土地 7 7 7

 2. 無 形 固 定 資 産 304 6. 0 69 1. 3 265 5. 2

 3. 投資その他の資産 885 17. 3 585 10. 8 969 19. 0

投資有価証券 － 38 34

関係会社株式 386 169 177

差入保証金 123 105 118

長期未収金 286 118 290

関係会社長期貸付金 147 － 353

その他 53 259 110

貸倒引当金 △ 112 △ 106 △ 115

Ⅲ繰  延  資  産 35 0. 7 124 2. 3 67 1. 3

株式交付費 10 34 16

社債発行費 25 90 50

5, 106 100. 0 5, 409 100. 0 5, 092 100. 0

（ 平成19年３ 月31日）（ 平成18年９ 月30日）（ 平成19年９ 月30日）科       目

（ 資 産 の 部 ）

資  産  合  計
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当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

金額（ 百万円）
構成比
（ ％）

Ⅰ流  動  負  債 1, 538 30. 1 583 10. 8 660 13. 0

買掛金 568 282 265

短期借入金 400 － －

未払金 293 131 197

未払法人税等 29 19 23

未払事業所税 7 2 4

未払費用 100 83 95

返品調整引当金 83 36 42

賞与引当金 22 17 20

その他の流動負債 34 10 11

Ⅱ固  定  負  債 1, 353 26. 5 1, 394 25. 8 1, 389 27. 3

転換社債型新株予約権付社債 1, 280 1, 280 1, 280

退職給付引当金 － 104 101

確定拠出年金移行時未払金 70 － －

繰延税金負債 － 7 5

再評価に係る 繰延税金負債 2 2 2

2, 891 56. 6 1, 978 36. 6 2, 050 40. 3

Ⅰ株  主  資  本 2, 211 43. 3 3, 416 63. 1 3, 029 59. 5

 資本金 11, 318 221. 7 11, 318 209. 2 11, 318 222. 3

 資本剰余金 1, 083 21. 2 1, 083 20. 0 1, 083 21. 3

   資本準備金 1, 083 21. 2 1, 083 20. 0 1, 083 21. 3

 利益剰余金 △ 10, 187 △ 199. 5 △ 8, 982 △ 166. 0 △ 9, 368 △ 184. 0

   繰越利益剰余金 △ 10, 187 △ 199. 5 △ 8, 982 △ 166. 0 △ 9, 368 △ 184. 0

 自己株式 △ 4 △ 0. 1 △ 4 △ 0. 1 △ 4 △ 0. 1

Ⅱ評価・ 換算差額等 3 0. 1 14 0. 3 12 0. 2

 その他有価証券評価差額金 － － 11 0. 2 8 0. 2

 土地再評価差額金 3 0. 1 3 0. 1 3 0. 0

2, 215 43. 4 3, 430 63. 4 3, 042 59. 7

5, 106 100. 0 5, 409 100. 0 5, 092 100. 0

（ 負 債 の 部  ）

（ 平成19年３ 月31日）科      目 （ 平成19年９ 月30日） （ 平成18年９ 月30日）

負 債 合 計

純資産合計

負債純資産合計

（ 純 資 産 の 部 ）
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・25 ページ  ６．中間個別財務諸表 (2)中間損益計算書 
 
（訂正前） 

（ 2） 中間損益計算書

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

科      目 （ 自 平成19年４ 月１ 日 （ 自 平成18年４ 月１ 日 （ 自 平成18年４ 月１ 日

　 　 至 平成19年９ 月30日）   至 平成18年９ 月30日） 　 　 至 平成19年３ 月31日）

金額（ 百万円）
百分比
（ ％）

金額（ 百万円）
百分比
（ ％）

金額（ 百万円）
百分比
（ ％）

Ⅰ 売上高 3, 120 100. 0 2, 517 100. 0 6, 337 100. 0

Ⅱ 売上原価 1, 955 62. 7 1, 586 63. 0 3, 874 61. 1

 売上総利益 1, 165 37. 3 931 37. 0 2, 463 38. 9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1, 832 58. 7 1, 573 62. 4 3, 325 52. 5

 営業損失 666 21. 4 642 25. 5 861 13. 6

Ⅳ 営業外収益           ※ 12 0. 4 19 0. 8 35 0. 6

Ⅴ 営業外費用           ※ 68 2. 2 74 3. 0 184 2. 9

 経常損失 722 23. 2 697 27. 7 1, 010 15. 9

Ⅵ 特別利益             ※ 18 0. 6 521 20. 7 527 8. 3

Ⅶ 特別損失             ※ 55 1. 8 58 2. 3 134 2. 1

 税引前中間（当期）純損失 759 24. 4 234 9. 3 617 9. 7

 法人税、 住民税及び事業税 3 0. 1 3 0. 2 6 0. 1

 法人税等調整額 － － － － － －

 中間（ 当期） 純損失 763 24. 5 238 9. 5 624 9. 8  
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（訂正後） 

（ 2） 中間損益計算書

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

科      目 （ 自 平成19年４ 月１ 日 （ 自 平成18年４ 月１ 日 （ 自 平成18年４ 月１ 日

　 　 至 平成19年９ 月30日）   至 平成18年９ 月30日） 　 　 至 平成19年３ 月31日）

金額（ 百万円）
百分比
（ ％）

金額（ 百万円）
百分比
（ ％）

金額（ 百万円）
百分比
（ ％）

Ⅰ 売上高 3, 120 100. 0 2, 517 100. 0 6, 337 100. 0

Ⅱ 売上原価 1, 955 62. 7 1, 586 63. 0 3, 874 61. 1

 売上総利益 1, 165 37. 3 931 37. 0 2, 463 38. 9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1, 832 58. 7 1, 573 62. 4 3, 325 52. 5

 営業損失 666 21. 4 642 25. 5 861 13. 6

Ⅳ 営業外収益           ※ 12 0. 4 19 0. 8 35 0. 6

Ⅴ 営業外費用           ※ 68 2. 2 74 3. 0 184 2. 9

 経常損失 722 23. 2 697 27. 7 1, 010 15. 9

Ⅵ 特別利益             ※ 18 0. 6 521 20. 7 527 8. 3

Ⅶ 特別損失             ※ 110 3. 5 58 2. 3 134 2. 1

 税引前中間（当期）純損失 814 26. 1 234 9. 3 617 9. 7

 法人税、 住民税及び事業税 3 0. 1 3 0. 2 6 0. 1

 法人税等調整額 － － － － － －

 中間（ 当期） 純損失 818 26. 2 238 9. 5 624 9. 8  
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・26 ページ  ６．中間個別財務諸表 (3)中間株主資本等変動計算書 
 
（訂正前） 

（ 3） 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至 平成19年９月30日） ( 単位： 百万円）

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 11,318 1,083 1,083 △ 9,368 △ 9,368 △ 4 3,029

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 －

　資本準備金の取崩 －

　中間純損失 △ 763 △ 763 △ 763

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動
　額（純額）

中間会計期間中の変動額合
計

－ － － △ 763 △ 763 △ 0 △ 763

平成19年９月30日残高 11,318 1,083 1,083 △ 10,132 △ 10,132 △ 4 2,266

平成19年３月31日残高 3,042

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 －

　資本準備金の取崩 －

　中間純損失 △ 763

　自己株式の取得 △ 0

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動
　額（純額）

中間会計期間中の変動額合
計

△ 772

平成19年９月30日残高 2,270

資本金
項　目

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

株主資本

－

△ 8

△ 8

－

3

△ 8

3

8 3 12

－

△ 8△ 8

純資産合計
評価・換算差額等合計土地再評価差額金

項　目

資本剰余金 利益剰余金

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

利益剰余金
合計
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（訂正後） 

（ 3） 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至 平成19年９月30日） ( 単位： 百万円）

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 11,318 1,083 1,083 △ 9,368 △ 9,368 △ 4 3,029

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 －

　資本準備金の取崩 －

　中間純損失 △ 818 △ 818 △ 818

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動
　額（純額）

中間会計期間中の変動額合
計

－ － － △ 818 △ 818 △ 0 △ 818

平成19年９月30日残高 11,318 1,083 1,083 △ 10,187 △ 10,187 △ 4 2,211

平成19年３月31日残高 3,042

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 －

　資本準備金の取崩 －

　中間純損失 △ 818

　自己株式の取得 △ 0

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動
　額（純額）

中間会計期間中の変動額合
計

△ 827

平成19年９月30日残高 2,215

項　目

資本剰余金 利益剰余金

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

利益剰余金
合計

－

△ 8△ 8

純資産合計
評価・換算差額等合計土地再評価差額金

8 3 12

－

3

△ 8

3－

△ 8

△ 8

資本金
項　目

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

株主資本
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・29 ページ  ６．中間個別財務諸表 (4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
 
（訂正前） 
 

(4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
当社は前事業年度において継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の記載をい

たしましたが、当中間会計期間においても 7 億 63 百万円の中間純損失及び 4 億 86 百万円のマ

イナス営業キャッシュ・フローを計上いたしました。 
（以下省略） 

 
（訂正後） 
 

(4)継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
当社は前事業年度において継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の記載をい

たしましたが、当中間会計期間においても８億 18 百万円の中間純損失及び 4 億 86 百万円のマ

イナス営業キャッシュ・フローを計上いたしました。 
（以下省略） 

 
 
・31 ページ  （中間損益計算書関係の注記事項） 

 
（訂正前） 

   当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 
４．特別損失のうち主要なもの     
 店舗閉鎖損失 5  4  4  
 固定資産除却損 4  5  6  
 ソフトウェア臨時償却額 －  31  39  
 開発中止損失 31  －  －  
 損害賠償金 －  4  4  

 
（訂正後） 

   当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 
４．特別損失のうち主要なもの     
 店舗閉鎖損失 5  4  4  
 固定資産除却損 4  5  6  
 ソフトウェア臨時償却額 －  31  39  
 開発中止損失 31  －  －  
 損害賠償金 －  4  4  
 関係会社出資金評価損 54  －  －  

 
     以上 


